






4.	再生可能エネルギー発電設備等明細表
　該当事項はありません。

5.	公共施設等運営権等明細表
　該当事項はありません。

6.	その他資産の状況
　該当事項はありません。

7.	国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

第1期
（平成28年2月5日～平成28年12月31日）

第2期
（平成29年1月1日～平成29年6月30日）

物件
番号 不動産等の名称

テナント数
〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕
（％）
（注2）

不動産賃貸
事業収益
〔期間中〕
（百万円）
（注3）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）
（注4）

テナント数
〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕
（％）
（注2）

不動産賃貸
事業収益
〔期間中〕
（百万円）
（注3）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）
（注4）

Rt-04 アルティザ相武台 82 97.6 43 7.1 81 96.4 53 7.1

Cp-01 MRRおおむた 8 100.0 46 7.6 8 100.0 55 7.4

Cp-02 垂水駅前
ゴールドビル 7 100.0 17 2.8 7 100.0 20 2.8

Cp-03 Foodaly青葉店 1 100.0 13 2.2 1 100.0 16 2.2

Cp-04 ヤマダ電機
テックランド三原店 1 100.0 非開示

（注5）
非開示

（注5） 1 100.0 非開示
（注5）

非開示
（注5）

Cp-05 ヤマダ電機
テックランド時津店 1 100.0 非開示

（注5）
非開示

（注5） 1 100.0 非開示
（注5）

非開示
（注5）

Cp-06
セブンイレブン
甲府相生1丁目店

（底地）
1 100.0 6 1.1 1 100.0 7 1.0

Hp-01 ルートイン一宮駅前 1 100.0 非開示
（注5）

非開示
（注5） 1 100.0 非開示

（注5）
非開示

（注5）

Op-01 MRRデルタビル 14 100.0 47 7.8 14 100.0 56 7.6

Op-02 プレスト
博多祇園ビル 1 100.0 25 4.1 1 100.0 30 4.0

合　計 570 98.6 608 100.0 628 98.4 744 100.0

（注1）   「テナント数」は、各期末における各保有資産に係る賃借人の数を記載しています。建物に係る賃貸借契約においては、住居・店舗・事務所等を用途とする賃貸借契約の
賃借人について、同一の賃借人が複数の区画を賃借している場合には、区画ごとに1件として計算した数字を記載しています。パス・スルー型マスターリース契約が締
結されている場合には、マスターリース会社と賃貸借契約を締結済みの転借人の数を記載しています。したがって、同一の賃借人への賃貸区画を1件として計算する
と、テナント数が少なくなる物件があります。なお、マスターリース会社が転借人と賃料固定型サブマスターリース契約による賃貸借契約を締結している場合には、そ
の転借人の数を1件として記載しています。また、「テナント数」の合計は、各物件のテナント数を単純合算した数値を記載しています。

（注2）   「稼働率」は、各期末における各保有資産に係るテナントとの間で締結されている各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計を各保有資産に係る建物の（ただし、底地
物件については、その土地の）本投資法人が賃貸可能と考える面積で除して得られた数値の小数第2位を四捨五入して記載しています。

（注3）   「不動産賃貸事業収益」は、各保有資産の各期における不動産賃貸事業収益に加え、その他賃貸事業収益も含んでいます。百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、
消費税等は除いています。

（注4）   「対総不動産賃貸事業収益比率」は、各保有資産の不動産賃貸事業収益（各保有資産の各期における不動産賃貸事業収益に加え、その他賃貸事業収益も含んでいます。）
を保有資産に係る合計額で除した比率を小数第2位を四捨五入して表示しています。以下同じです。

（注5）   テナントの承諾が得られていないため非開示としています。なお、ヤマダ電機テックランド三原店については、テナントは株式会社マリモであるものの、エンドテナン
トとの間の契約内容に関わる項目があり、エンドテナントからの承諾が得られていないことを考慮して、非開示としています。

1.	資本的支出の予定
　本投資法人が平成29年6月30日現在保有する資産に関し、現在計画されている第3期の改修工事等に伴う資本的支出
の予定額のうち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、会計上費用に区分処理される部分が含
まれています。

不動産等の名称 所在地 目　的 予定期間
工事予定金額（千円）

総 額 当期支払額 既支出総額

MRRデルタビル 広島県広島市
中区

空調設備の
一部交換

自 平成29年 7 月
至 平成29年 7 月 8,150 ― ―

2.	期中の資本的支出
　本投資法人が平成29年6月30日現在保有する資産に関し、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事等の概要
は以下のとおりです。当期の資本的支出に該当する工事は30,977千円であり、当期費用に区分された修繕費20,247千円
と合わせ、合計51,225千円の工事を実施しています。

不動産等の名称 所在地 目　的 期　間 工事金額（千円）

アルティザ相武台 神奈川県座間市 開放廊下・避難階段
改修工事

自 平成29年 4 月
至 平成29年 6 月 6,600

MRRデルタビル 広島県広島市中区 空調設備交換工事 自 平成29年 4 月
至 平成29年 6 月 6,101

アルティザ仙台花京院 宮城県仙台市宮城野区 共用部電灯LED化工事 自 平成29年 4 月
至 平成29年 6 月 3,090

アルティザ博多プレミア 福岡県福岡市博多区 共用部電灯LED化工事 自 平成29年 4 月
至 平成29年 6 月 2,387

アルティザ都筑中央公園 神奈川県横浜市都筑区 防草シート敷込工事 自 平成29年 4 月
至 平成29年 6 月 1,850

その他資本的支出 10,949

合　　計 30,977

3.	長期修繕計画のために積立てた金銭
　本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中長期的な将来
の修繕等の資金に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積立てています。

（単位：千円）

営業期間
第1期

自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

第2期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

当期首積立金残高 ― 45,798

当期積立額 48,817 36,525

当期積立金取崩額 3,018 10,653

次期繰越額 45,798 71,670

（注） 当該修繕積立金を含むキャッシュマネジメントに関する詳細は18ページ「⑤業績及び分配の概要」をご参照ください。

保有不動産の資本的支出
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1.	運用等に係る費用明細
（単位：千円）

項　　目
第1期

自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

第2期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

資産運用報酬 33,232 67,640

資産保管報酬 2,172 1,200

一般事務委託報酬 9,756 9,860

役員報酬 4,400 2,400

公租公課 12,455 6,776

その他営業費用 12,549 30,590

合　　計 74,566 118,467

2.	借入状況
　平成29年6月30日現在における借入金の状況は以下のとおりです。

区分 借入先 借入日
当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）
平均
利率 返済期限 返済方法 使途 摘要

短
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行
株式会社広島銀行
三井住友信託銀行株式会社

平成28年
8月1日 1,188 708 0.257

（注1）
平成29年
8月1日

期限一括
返済

取得資産の購入
及びそれらの付
帯費用

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 平成29年
6月1日 ― 640 0.230

（注1）
平成30年
6月1日

期限一括
返済

取得資産の購入
及びそれらの付
帯費用

無担保
無保証

計 1,188 1,348

1
年
内
返
済
予
定

の
長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行
株式会社福岡銀行
株式会社三重銀行

平成28年
8月1日 30 30 1.099

（注2）
平成35年
8月1日 分割返済

取得資産の購入
及びそれらの付
帯費用

無担保
無保証

計 30 30

長
期
借
入
金

株式会社三井住友銀行
株式会社広島銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三重銀行
株式会社新生銀行
株式会社中国銀行
株式会社りそな銀行

平成28年
8月1日 3,330 3,330 0.657

（注1）
平成31年
8月1日

期限一括
返済

取得資産の購入
及びそれらの付
帯費用

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行
株式会社広島銀行
株式会社福岡銀行
株式会社三重銀行
株式会社新生銀行
株式会社中国銀行

平成28年
8月1日 3,500 3,500 0.867

（注2）
平成33年
8月2日

期限一括
返済

取得資産の購入
及びそれらの付
帯費用

無担保
無保証

株式会社三井住友銀行
株式会社福岡銀行
株式会社三重銀行

平成28年
8月1日 1,462 1,447 1.099

（注2）
平成35年
8月1日 分割返済

取得資産の購入
及びそれらの付
帯費用

無担保
無保証

計 8,292 8,277

合　計 9,510 9,655

（注1） 平均利率は期中の加重平均を記載しており、小数第4位を四捨五入しています。
（注2） 固定金利による借入れです。

費用・負債の状況

3.	投資法人債の状況
　該当事項はありません。

4.	短期投資法人債の状況
　該当事項はありません。

5.	新投資口予約権の状況
　該当事項はありません。

1.	不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

不動産等の名称

取　得 譲　　渡

取得
年月日

取得価格
（百万円）
（注）

譲渡
年月日

譲渡価格
（百万円）

帳簿価額
（百万円）

売却損益
（百万円）

アルティザ東別院 平成29年
6月1日 640 ― ― ― ―

合　計 ― 640 ― ― ― ―
（注）   「取得価格」は、保有資産に係る信託受益権売買契約書に記載された不動産信託受益権の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みません。）

を、百万円未満を切り捨てて記載しています。以下同じです。

2.	その他の資産の売買状況等
　該当事項はありません。

3.	特定資産の価格等の調査
①不動産等

取得
又は
譲渡

不動産等の名称 取引
年月日 資産の種類

取得価格
又は譲渡価格
（百万円）

鑑定評価額
（百万円）
（注）

鑑定評価機関 価格時点

取得 アルティザ東別院 平成29年
6月1日 信託不動産 640 645 日本ヴァリュアーズ

株式会社
平成29年
3月31日

合　計 ― ― 640 645 ― ―
（注） 「不動産鑑定評価額」には、平成29年3月31日を価格時点とする不動産鑑定評価書に記載された鑑定評価額を記載しています。

②その他
　該当事項はありません。

期中の売買状況
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4.	利害関係人等との取引状況
①利害関係人等との売買取引状況

区　　分
売買金額等（注2）

買付額等（千円）/比率（％）（注3） 売付額等（千円）

総　　額  640,000  ―

利害関係人等（注1）との取引状況の内訳

株式会社マリモ  640,000 （100.0％）  ―

合　　計  640,000 （100.0％）  ―
（注1）   「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第123条及び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規則

第26条第27号に規定される本投資法人と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。
（注2）   「売買金額等」には、保有資産に係る信託受益権売買契約書に記載された不動産信託受益権の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みませ

ん。）の合計額を、百万円未満を切り捨てて記載しています。
（注3） 「比率」は、保有資産の買付額等の合計に占める各保有資産の買付額等の割合を示しており、小数第2位を四捨五入して記載しています。

②支払手数料等の金額

区　　分 支払手数料等総額（A）
（千円）

利害関係人等との取引内訳 総額に対する
割合（B/A）（％）支払先 支払金額（B）（千円）

管理業務費 48,950 株式会社マリモ 22,846 46.7

5.	資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　資産運用会社は、第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、宅地建物取引業及び不動産特定共同事業のいずれ
の業務も兼業しておらず、該当事項はありません。

1.	資産、負債、元本及び損益の状況等
　後記、「Ⅲ. 貸借対照表」、「Ⅳ. 損益計算書」、「Ⅴ. 投資主資本等変動計算書」、「Ⅵ. 注記表」及び「Ⅶ. 金銭の分配に係る
計算書」をご参照下さい。

2.	減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

3.	不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

経理の状況

自社設定投資信託受益証券等の状況等

　該当事項はありません。

　該当事項はありません。

海外不動産保有法人の状況等

海外不動産保有法人が有する不動産の状況等

1.	お知らせ
①投資主総会
　該当事項はありません。

②投資法人役員会
　本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更等の主な概要は以下のとおりです。

承認日 項　目 概　要

平成29年 1 月31日 サポート協定書の締結
本投資法人と本資産運用会社及び株式会社足利銀
行との間で本投資法人に対するサポートに関し、サ
ポート協定書を締結しました。

平成29年 4 月17日

信託受益権売買契約の締結
本投資法人と株式会社マリモとの間にて信託受益
権売買契約を締結し、「アルティザ東別院」に係る信
託受益権を取得しました。

土地賃貸借契約の締結
「MRRおおむた」9棟目増築に係る土地につき、信託
銀行を賃貸人、本投資法人を受益者とする土地賃貸
借契約を締結しました。

プロパティマネジメント業務委託契約の締結
株式会社マリモとの間で「アルティザ東別院」に関
するプロパティマネジメント業務委託契約を締結
しました。

個別タームローン貸付契約の締結 株式会社三井住友銀行を借入先とする個別ターム
ローン貸付契約を締結しました。

平成29年 5 月25日 不動産売買契約の締結
株式会社マリモとの間で、「MRRおおむた」9棟目増
築に係る建物についての不動産売買契約を締結し
ました。

2.	金額及び比率の端数処理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載しています。

その他
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（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成28年12月31日）

当　期
（平成29年6月30日）

資産の部

　流動資産

　　現金及び預金 420,949 787,712

　　信託現金及び信託預金 1,592,716 1,542,111

　　営業未収入金 1,505 1,566

　　前払費用 27,860 21,382

　　繰延税金資産 25 16

　　未収消費税等 478,868 ―

　　その他 232 150

　　流動資産合計 2,522,158 2,352,938

　固定資産

　　有形固定資産

　　　信託建物 7,715,740 8,214,414

　　　　減価償却累計額 △ 125,371 △ 276,458

　　　　信託建物（純額） 7,590,368 7,937,956

　　　信託構築物 183,680 187,164

　　　　減価償却累計額 △ 3,922 △ 8,614

　　　　信託構築物（純額） 179,757 178,549

　　　信託機械及び装置 114,331 114,331

　　　　減価償却累計額 △ 2,283 △ 5,002

　　　　信託機械及び装置（純額） 112,047 109,329

　　　信託工具、器具及び備品 923 3,831

　　　　減価償却累計額 △ 34 △ 206

　　　　信託工具、器具及び備品（純額） 888 3,625

　　　信託土地 8,518,959 8,709,677

　　　信託建設仮勘定 ― 900

　　　有形固定資産合計 16,402,023 16,940,037

　　無形固定資産

　　　信託借地権 4,602 4,475

　　　ソフトウェア 5,313 4,723

　　　無形固定資産合計 9,916 9,198

　　投資その他の資産

　　　差入保証金 10,000 10,000

　　　信託差入敷金及び保証金 13,500 13,500

　　　長期前払費用 54,016 45,402

　　　投資その他の資産合計 77,516 68,902

　　固定資産合計 16,489,455 17,018,138

　資産合計 19,011,614 19,371,077

（単位：千円）

前　期（ご参考）
（平成28年12月31日）

当　期
（平成29年6月30日）

負債の部

　流動負債

　　営業未払金 39,870 75,936

　　短期借入金 1,188,000 1,348,000

　　1年内返済予定の長期借入金 30,000 30,000

　　未払費用 61,588 94,242

　　未払法人税等 1,543 933

　　未払消費税等 ― 1,814

　　前受金 114,100 117,496

　　1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金 51,457 51,457

　　その他 9,741 2,169

　　流動負債合計 1,496,302 1,722,050

　固定負債

　　長期借入金 8,292,500 8,277,500

　　信託預り敷金及び保証金 1,081,027 1,051,027

　　資産除去債務 18,163 18,183

　　その他 7 4

　　固定負債合計 9,391,698 9,346,715

　負債合計 10,888,001 11,068,766

純資産の部

　投資主資本

　　出資総額 8,074,023 8,074,023

　　　出資総額控除額

　　　　一時差異等調整引当額 ― ※1 △ 909

　　　　その他の出資総額控除額 ― △ 38,388

　　　　出資総額控除額合計 ― △ 39,298

　　　出資総額（純額） 8,074,023 8,034,725

　　剰余金

　　　当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 49,589 267,585

　　　剰余金合計 49,589 267,585

　　投資主資本合計 8,123,613 8,302,310

　純資産合計 ※2 8,123,613 ※2 8,302,310

負債純資産合計 19,011,614 19,371,077

Ⅲ. 貸借対照表
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前期（ご参考）（自 平成28年2月5日　至 平成28年12月31日） （単位：千円）

投資主資本

純資産合計
出資総額

剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 ― ― ― ― ―

当期変動額

　新投資口の発行 8,074,023 8,074,023 8,074,023

　当期純利益 49,589 49,589 49,589 49,589

当期変動額合計 8,074,023 49,589 49,589 8,123,613 8,123,613

当期末残高 ※1 8,074,023 49,589 49,589 8,123,613 8,123,613

当期（自 平成29年1月1日　至 平成29年6月30日） （単位：千円）

投資主資本

出資総額

出資総額
出資総額控除額

出資総額
（純額）一時差異等

調整引当額
その他の

出資総額控除額
出資総額控除額

合計

当期首残高 8,074,023 ― ― ― 8,074,023

当期変動額

剰余金の配当

一時差異等調整引当額
による利益超過分配 △ 909 △ 909 △ 909

その他の利益超過分配 △ 38,388 △ 38,388 △ 38,388

当期純利益

当期変動額合計 ― △ 909 △ 38,388 △ 39,298 △ 39,298

当期末残高 ※1 8,074,023 △ 909 △ 38,388 △ 39,298 8,034,725

（単位：千円）

投資主資本

純資産合計
剰余金

投資主資本合計当期未処分利益
又は当期未処理
損失（△）

剰余金合計

当期首残高 49,589 49,589 8,123,613 8,123,613

当期変動額

剰余金の配当 △ 49,577 △ 49,577 △ 49,577 △ 49,577

一時差異等調整引当額
による利益超過分配 △ 909 △ 909

その他の利益超過分配 △ 38,388 △ 38,388

当期純利益 267,573 267,573 267,573 267,573

当期変動額合計 217,995 217,995 178,697 178,697

当期末残高 267,585 267,585 8,302,310 8,302,310

（単位：千円）

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

営業収益

　賃貸事業収入 ※1, ※3 593,318 ※1, ※3 716,356

　その他賃貸事業収入 ※1, ※3 15,175 ※1, ※3 28,369

　営業収益合計 608,493 744,726

営業費用

　賃貸事業費用 ※1, ※2, ※3 207,151 ※1, ※2, ※3 308,851

　資産運用報酬 33,232 67,640

　資産保管手数料 2,172 1,200

　一般事務委託手数料 9,756 9,860

　役員報酬 4,400 2,400

　公租公課 12,455 6,776

　その他営業費用 ※2 12,549 ※2, ※3 30,590

　営業費用合計 281,717 427,319

営業利益 326,775 317,406

営業外収益

　受取利息 7 9

　還付加算金 ― 156

　受取保険金 270 181

　営業外収益合計 277 347

営業外費用

　支払利息 30,126 35,517

　創立費 55,371 ―

　投資口交付費 79,898 ―

　融資関連費用 100,946 13,068

　その他 9,602 650

　営業外費用合計 275,945 49,236

経常利益 51,108 268,517

税引前当期純利益 51,108 268,517

法人税、住民税及び事業税 1,544 934

法人税等調整額 △ 25 9

法人税等合計 1,518 944

当期純利益 49,589 267,573

前期繰越利益 ― 12

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 49,589 267,585

Ⅳ. 損益計算書 Ⅴ. 投資主資本等変動計算書
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［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

項　目
前　期（ご参考）

自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

1.   固定資産の減価償却の
方法

（1） 有形固定資産
　定額法を採用しています。
　  なお、主たる有形固定資産の耐用年数は

以下のとおりです。
　　信託建物 2年～57年
　　信託構築物 5年～30年
　　信託機械及び装置 19年～27年
　　信託工具、器具及び備品 6年

（2） 無形固定資産
　定額法を採用しています。
　  なお、主たる無形固定資産の残存期間又

は耐用年数は以下のとおりです。
　　信託借地権 19年
　　ソフトウェア 5年

（3） 長期前払費用
　定額法を採用しています。

（1） 有形固定資産
　定額法を採用しています。
　  なお、主たる有形固定資産の耐用年数は

以下のとおりです。
　　信託建物 2年～60年
　　信託構築物 5年～48年
　　信託機械及び装置 19年～27年
　　信託工具、器具及び備品 3年～15年

（2） 無形固定資産
　定額法を採用しています。
　  なお、主たる無形固定資産の残存期間又

は耐用年数は以下のとおりです。
　　信託借地権 19年
　　ソフトウェア 5年

（3） 長期前払費用
　定額法を採用しています。

2. 繰延資産の処理方法 （1） 創立費
　支出時に全額費用処理しています。

（2） 投資口交付費
　支出時に全額費用処理しています。

　該当事項はありません。

3.   収益及び費用の計上基
準

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権に係る固定資産税、都市計画税
及び償却資産税等（以下「固定資産税等」とい
います。）については、賦課決定された税額の
うち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費
用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担
した初年度の固定資産税等相当額については、
費用に計上せず当該不動産等の取得原価に算
入しています。当期において、不動産等の取得
原価に算入した固定資産税等相当額は43,386
千円です。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権に係る固定資産税、都市計画税
及び償却資産税等（以下「固定資産税等」とい
います。）については、賦課決定された税額の
うち当該計算期間に対応する額を賃貸事業費
用として費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担
した初年度の固定資産税等相当額については、
費用に計上せず当該不動産等の取得原価に算
入しています。当期において、不動産等の取得
原価に算入した固定資産税等相当額は1,976
千円です。

4.   その他財務諸表作成の
ための基本となる重要
な事項

（1）   不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託
受益権につきましては、信託財産内の全て
の資産及び負債勘定並びに信託財産に生じ
た全ての収益及び費用勘定について、貸借
対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計
上しております。なお、該当勘定科目に計上
した信託財産のうち重要性がある下記の科
目については、貸借対照表において区分掲
記することとしております。
①信託現金及び信託預金
②  信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、

信託工具、器具及び備品、信託土地
③信託借地権
④信託差入敷金及び保証金
⑤  1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金
⑥信託預り敷金及び保証金

（2） 消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっています。なお、資産の取得に
係る控除対象外消費税は、各資産の取得原
価に算入しております。

（1）   不動産等を信託財産とする信託受益権に関
する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託
受益権につきましては、信託財産内の全て
の資産及び負債勘定並びに信託財産に生じ
た全ての収益及び費用勘定について、貸借
対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計
上しております。なお、該当勘定科目に計上
した信託財産のうち重要性がある下記の科
目については、貸借対照表において区分掲
記することとしております。
①信託現金及び信託預金
②  信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、

信託工具、器具及び備品、信託土地、信託
建設仮勘定

③信託借地権
④信託差入敷金及び保証金
⑤  1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金
⑥信託預り敷金及び保証金

（2）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税
抜方式によっています。なお、資産の取得に
係る控除対象外消費税は、各資産の取得原
価に算入しております。

［貸借対照表に関する注記］

前　期（ご参考）
（平成28年12月31日）

当　期
（平成29年6月30日）

※1. 一時差異等調整引当額
前期（ご参考）（自 平成28年2月5日　至 平成28年12月31日）
　該当事項はありません。

当期（自 平成29年1月1日　至 平成29年6月30日）
1. 引当の発生事由、発生した資産等及び引当額

（単位：千円）

発生した資産等 発生した事由 当初
発生額

当期首
残高

当期
引当額

当期戻
入れ額

当期末
残高

戻入れの
事由

信託建物、
信託構築物 償却超過額の発生 411 ― 411 ― 411 ―

信託借地権 借地権の償却 99 ― 99 ― 99 ―
信託建物 資産除去債務の償却 398 ― 398 ― 398 ―

合　計 909 ― 909 ― 909 ―

2. 戻入れの具体的な方法

発生した資産等 発生した事由 戻入れの具体的な方法
信託建物、
信託構築物 償却超過額の発生 借地権の返還、売却及びそれに伴う建物の撤去並びに建物の売却

等に際し、損金を算入した時点において対応すべき金額を戻し入
れる予定です。信託借地権 借地権の償却

信託建物 資産除去債務の償却 建物の撤去及び売却等に際し、損金を算入した時点において対応
すべき金額を戻し入れる予定です。

※2.   投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定め
る最低純資産額

 50,000千円

※2.   投資信託及び投資法人に関する法律第67条第4項に定め
る最低純資産額

 50,000千円

Ⅵ. 注記表

［損益計算書に関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
　賃料収入 537,220
　共益費収入 23,787
　駐車場収入 22,566
　その他賃貸収入 9,743
　　計 593,318

その他賃貸事業収入
　その他収入 15,175
　不動産賃貸事業収益合計 608,493

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
　管理業務費 36,952
　水道光熱費 9,131
　公租公課 123
　損害保険料 2,437
　修繕費 14,675
　減価償却費 131,733
　その他賃貸事業費用 12,096
　不動産賃貸事業費用合計 207,151

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 401,342

※1. 不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入
　賃料収入 648,167
　共益費収入 28,912
　駐車場収入 27,599
　その他賃貸収入 11,677
　　計 716,356

その他賃貸事業収入
　その他収入 28,369
　不動産賃貸事業収益合計 744,726

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用
　管理業務費 48,950
　水道光熱費 10,480
　公租公課 54,287
　損害保険料 2,927
　修繕費 20,247
　減価償却費 158,815
　その他賃貸事業費用 13,142
　不動産賃貸事業費用合計 308,851

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 435,874
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［投資主資本等変動計算書に関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 90,968口

※1. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 90,968口

［税効果会計に関する注記］

前　期（ご参考）
平成28年12月31日

当　期
平成29年6月30日

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

繰延税金資産
　未払事業税 25
　借地権償却 33
　資産除去債務 5,723
　減価償却限度超過額 136
　　繰延税金資産合計 5,918
繰延税金負債
　資産除去債務に対応する固定資産 △ 5,591
　　繰延税金負債合計 △ 5,591
　評価性引当額 △ 302
　　繰延税金資産の純額 25

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

繰延税金資産
　未払事業税 16
　借地権償却 73
　資産除去債務 5,729
　減価償却限度超過額 308
　　繰延税金資産合計 6,127
繰延税金負債
　資産除去債務に対応する固定資産 △ 5,436
　　繰延税金負債合計 △ 5,436
　評価性引当額 △ 674
　　繰延税金資産の純額 16

2.   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主
要な項目別の内訳

法定実効税率 32.31％
（調整）

支払分配金の損金算入額 △ 31.34％
均等割額 1.97％
その他 0.03％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.97％

2.   法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との
間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主
要な項目別の内訳

法定実効税率 31.74％
（調整）

支払分配金の損金算入額 △ 31.62％
均等割額 0.23％
その他 0.00％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.35％

3. 決算日後の法人税等の税率の変更
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第
15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平成
28年法律第13号）が平成28年3月31日に公布され、平成28
年4月1日以後に開始する計算期間から法人税率等の引下
げ等が行われることとなりました。これに伴い、平成28年1
月1日以後に開始する計算期間に解消が見込まれる一時差
異については、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使
用する法定実効税率が従来の32.31％から31.74％となり
ます。なお、この税率変更による影響額はありません。

　該当事項はありません。

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

※2. 減価償却実施額は次のとおりです。
（単位：千円）

賃貸事業費用
　有形固定資産 131,629
　無形固定資産 104
その他営業費用
　無形固定資産 592

※2. 減価償却実施額は次のとおりです。
（単位：千円）

賃貸事業費用
　有形固定資産 158,688
　無形固定資産 127
その他営業費用
　無形固定資産 590

※3. 主要投資主との取引
営業取引によるもの

（単位：千円）
　賃貸事業収入 491,926
　その他賃貸事業収入 13,456
　賃貸事業費用 18,898

※3. 主要投資主との取引
営業取引によるもの

（単位：千円）
　賃貸事業収入 692,678
　その他賃貸事業収入 26,488
　賃貸事業費用 22,971

［金融商品に関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

1. 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

　本投資法人では、資産の取得、有利子負債の返済等に充当する資金を借入れ及び投資口の発行等により調達します。有
利子負債の調達に際しては、中長期的に安定した資産運用基盤を構築するため、返済期日の分散化、借入期間の長期化、
借入れ金利の低下と固定化を目指し、財務の安定性のバランスに配慮します。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主として資産の取得を目的としたものであり、流動性リスクや金利変動リスクに晒されますが、調達先の分
散及び返済期日の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口の発行等による資本市場からの資金調達等を検討する
ことにより当該リスクを管理しています。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてい
ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なることもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成28年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額
（1） 現金及び預金 420,949 420,949 ―

（2） 信託現金及び信託預金 1,592,716 1,592,716 ―

資 産 計 2,013,665 2,013,665 ―

（3） 短期借入金 1,188,000 1,188,000 ―

（4） 1年内返済予定の長期借入金 30,000 29,737 △262

（5） 1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金 51,457 42,667 △8,789

（6） 長期借入金 8,292,500 8,247,507 △44,992

（7） 信託預り敷金及び保証金 503,502 413,403 △90,099

負 債 計 10,065,459 9,921,316 △144,143
（注1） 金融商品の時価の算定方法

（1） 現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（3） 短期借入金
　短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっています。

（4） 1年内返済予定の長期借入金、（6）長期借入金
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるも
のは、元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

（5） 1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金、（7）信託預り敷金及び保証金
　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを、返還期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注2） 時価を算定することが困難と認められる金融商品
信託預り敷金及び保証金のうち、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であるものについては、合理的にキャッシュ・フローを見
積もることが極めて困難と認められるため、時価評価の対象とはしていません。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
信託預り敷金及び保証金 577,524

（注3） 金銭債権の決算日（平成28年12月31日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 420,949

信託現金及び信託預金 1,592,716

（注4） 借入金の決算日（平成28年12月31日）後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 1,188,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 30,000 30,000 3,360,000 30,000 3,530,000 1,342,500
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当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

1. 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

　本投資法人では、資産の取得、有利子負債の返済等に充当する資金を借入れ及び投資口の発行等により調達します。有
利子負債の調達に際しては、中長期的に安定した資産運用基盤を構築するため、返済期日の分散化、借入期間の長期化、
借入れ金利の低下と固定化を目指し、財務の安定性のバランスに配慮します。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主として資産の取得を目的としたものであり、流動性リスクや金利変動リスクに晒されますが、調達先の分
散及び返済期日の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口の発行等による資本市場からの資金調達等を検討する
ことにより当該リスクを管理しています。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてい
ます。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異
なることもあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成29年6月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時　価 差　額
（1） 現金及び預金 787,712 787,712 ―

（2） 信託現金及び信託預金 1,542,111 1,542,111 ―

資 産 計 2,329,823 2,329,823 ―

（3） 短期借入金 1,348,000 1,348,000 ―

（4） 1年内返済予定の長期借入金 30,000 29,574 △425

（5） 1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金 51,457 42,629 △8,827

（6） 長期借入金 8,277,500 8,223,920 △53,579

（7） 信託預り敷金及び保証金 477,774 391,710 △86,063

負 債 計 10,184,731 10,035,834 △148,896
（注1） 金融商品の時価の算定方法

（1） 現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（3） 短期借入金
　短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっています。

（4） 1年内返済予定の長期借入金、（6）長期借入金
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっています。また、固定金利によるも
のは、元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。

（5） 1年内返還予定の信託預り敷金及び保証金、（7）信託預り敷金及び保証金
　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを、返還期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注2） 時価を算定することが困難と認められる金融商品
信託預り敷金及び保証金のうち、賃借人の入居から退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であるものについては、合理的にキャッシュ・フローを見
積もることが極めて困難と認められるため、時価評価の対象とはしていません。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
信託預り敷金及び保証金 573,253

（注3） 金銭債権の決算日（平成29年6月30日）後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内
現金及び預金 787,712

信託現金及び信託預金 1,542,111

（注4） 借入金の決算日（平成29年6月30日）後の返済予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 1,348,000 ― ― ― ― ―

長期借入金 30,000 30,000 3,360,000 30,000 3,530,000 1,327,500

［賃貸等不動産に関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

　本投資法人では賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用
の不動産等を有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照
表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 16,406,625

期首残高 ―

当期増減額 16,406,625

期末残高 16,406,625

期末時価 18,713,000
（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）   賃貸等不動産の増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権17物件の取

得（合計16,527,603千円）によるものであり、主な減少額は減価償却（合計
131,733千円）によるものです。

（注3） 期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する平成28年12月期（第1期）にお
ける損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおり
です。

　本投資法人では賃貸収益を得ることを目的として、賃貸用
の不動産等を有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照
表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 16,943,613

期首残高 16,406,625

当期増減額 536,987

期末残高 16,943,613

期末時価 19,791,000
（注1） 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）   賃貸等不動産の増減額のうち、主な増加額は不動産信託受益権1物件の取得

（合計664,805千円）によるものであり、主な減少額は減価償却（合計
158,815千円）によるものです。

（注3） 期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する平成29年6月期（第2期）におけ
る損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載のとおりで
す。

［関連当事者との取引に関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

属性
会社等の
名称

又は氏名

事業の
内容

又は職業
投資口の
所有割合 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

支配投資主
（注3）

株式会社マリモ 不動産業 100.0％ 私募設立 200,000
（注4）

― ―

主要投資主
（注3）

株式会社マリモ 不動産業 11.0％

賃貸事業収入 491,926 ― ―

その他
賃貸事業収入 13,456 ― ―

物件売買代金 16,213,386 ― ―

管理業務費 18,898 未払金 3,849

資産運用会社
マリモ・アセット
マネジメント
株式会社

投資
運用業 ― 設立企画人

報酬の支払 50,000 ― ―

資産保管会社 三井住友信託銀行
株式会社

銀行業及び
信託業 ―

借入金の借入 900,000 長期借入金 900,000

借入金の借入 380,000 短期借入金 367,024

（注1） 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2） 取引条件は契約に基づいて決定しています。
（注3）   取引時においては、投資口の所有割合は100.0％であり、支配投資主に該当していましたが、公募による新投資口の発行により投資口の所有割合が11.0％となったた

め、期末日現在においては支配投資主に該当しなくなり、主要投資主に該当することとなっております。そのため、投資口の所有割合及び取引金額には親会社であった
期間の割合及び金額を、期末残高には支配投資主でなくなった時点の残高を記載しております。

（注4） 出資の受入は、平成28年2月5日（設立時）に1口につき金100,000円で発行したものです。
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当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

属性
会社等の
名称

又は氏名

事業の
内容
又は職業

投資口の
所有割合 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

主要投資主 株式会社マリモ 不動産業 11.0％

賃貸事業収入 692,678 未収入金 169

その他
賃貸事業収入 26,488 未収入金 1,309

物件売買代金 641,836 ― ―

管理業務費 22,846 未払金 4,056

その他
賃貸事業費用 125 未払金 135

資産保管会社 三井住友信託銀行
株式会社

銀行業及び
信託業 ―

― ― 長期借入金 900,000

短期借入金の
返済 148,292 短期借入金 218,731

（注1） 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2） 取引条件は契約に基づいて決定しています。

［資産除去債務に関する注記］

前　期（ご参考）
（平成28年12月31日）

当　期
（平成29年6月30日）

1. 資産除去債務の概要
　本投資法人は、保有する資産「MRRおおむた」の一部の建
物に係る撤去費用について、賃貸借契約上の義務に関して
資産除去債務を計上しています。

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を借地権の残存期間により19年と見積も
り、割引率は0.214％を使用して資産除去債務を算定して
います。

3. 当該資産除去債務の総額の増減
（単位：千円）

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

期首残高 ―

有形固定資産の取得に伴う
増加額 18,147

時の経過による調整額 16

期末残高 18,163

1. 資産除去債務の概要
　本投資法人は、保有する資産「MRRおおむた」の一部の建
物に係る撤去費用について、賃貸借契約上の義務に関して
資産除去債務を計上しています。

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法
　使用見込期間を借地権の残存期間により19年と見積も
り、割引率は0.214％を使用して資産除去債務を算定して
います。

3. 当該資産除去債務の総額の増減
（単位：千円）

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

期首残高 18,163

有形固定資産の取得に伴う
増加額 ―

時の経過による調整額 19

期末残高 18,183

［1口当たり情報に関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

1口当たり純資産額 89,301円
1口当たり当期純利益 1,123円
   （545円）

1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重
平均投資口数（44,151口）で除することにより算定していま
す。また、実際に運用を開始した日である平成28年8月1日時
点を期首とみなして、日数による加重平均投資口数（90,876
口）により算出した1口当たり当期純利益を括弧内に併記して
います。なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益につい
ては、潜在投資口がないため記載していません。

1口当たり純資産額 91,266円
1口当たり当期純利益 2,941円

1口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数による加重
平均投資口数（90,968口）で除することにより算定していま
す。なお、潜在投資口調整後1口当たり当期純利益については、
潜在投資口がないため記載していません。

（注） 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

当期純利益（千円） 49,589 267,573

普通投資主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通投資口に係る当期純利益（千円） 49,589 267,573

期中平均投資口数（口） 44,151 90,968

［重要な後発事象に関する注記］
　該当事項はありません。

［追加情報］
　［一時差異等調整引当額の引当て及び戻入れに関する注記］

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

1. 引当ての発生事由、発生した資産等及び引当額
　MRRおおむたの信託借地権に係る借地権償却額及び減
価償却限度超過額並びに資産除去債務関連費用の計上に伴
い税会不一致が発生しており、これについて一時差異等調
整引当額を909千円計上しています。

1. 引当ての発生事由、発生した資産等及び引当額
　MRRおおむたの信託借地権に係る借地権償却額及び減
価償却限度超過額並びに資産除去債務関連費用の計上に伴
い税会不一致が発生しており、これについて一時差異等調
整引当額を1,091千円計上しています。

2. 戻入れの具体的な方法
　信託借地権に係る借地権償却額及び減価償却限度超過額
の一時差異等調整引当額は、借地権の返還及び売却それに
伴う建物の撤去並びに建物の売却等に際し、損金を算入し
た時点において対応すべき金額を戻し入れる予定です。
　また、資産除去債務関連費用の一時差異等調整引当額は、
建物の撤去及び売却等に際し、損金を算入した時点におい
て対応すべき金額を戻し入れる予定です。

2. 戻入れの具体的な方法
　信託借地権に係る借地権償却額及び減価償却限度超過額
の一時差異等調整引当額は、借地権の返還及び売却それに
伴う建物の撤去並びに建物の売却等に際し、損金を算入し
た時点において対応すべき金額を戻し入れる予定です。
　また、資産除去債務関連費用の一時差異等調整引当額は、
建物の撤去及び売却等に際し、損金を算入した時点におい
て対応すべき金額を戻し入れる予定です。
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前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

Ⅰ 当期未処分利益 49,589,632円 267,585,243円

Ⅱ 利益超過分配金加算額 39,298,176円 47,394,328円

 　うち一時差異等調整引当額 909,680円 1,091,616円

 　うちその他の出資総額控除額 38,388,496円 46,302,712円

Ⅲ 分配金の額 88,875,736円 314,931,216円

 （投資口1口当たり分配金の額） （977円） （3,462円）

 　うち利益分配金 49,577,560円 267,536,888円

 　（うち1口当たり利益分配金） （545円） （2,941円）

 　うち一時差異等調整引当額 909,680円 1,091,616円

 　（うち1口当たり利益超過分配金
（10円） （12円）

 　　（一時差異等調整引当額に係るもの））

 　うちその他の利益超過分配金 38,388,496円 46,302,712円

 　（うち1口当たり利益超過分配金
（422円） （509円）

 　　（その他の利益超過分配金に係るもの））

Ⅳ 次期繰越利益 12,072円 48,355円

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第25条第1項に
定める金銭の分配の方針に基づき、
分配金額は、租税特別措置法第67条
の15第1項に規定される本投資法人
の配当可能利益の額の100分の90
に相当する金額を超えて分配するも
のとします。
　かかる方針をふまえ、当期未処分
利益を超えない額で、かつ期末発行
済投資口の総口数の整数倍の最大値
となる49,577,560円を利益分配金
として分配することとします。
　なお、本投資法人は、規約第25条
第2項に定める金銭の分配の方針に
基づき、キャッシュマネジメントの
一環として当期につきましては、利
益超過分配を行うことといたします。
これに基づき利益超過分配金として
当期の減価償却費の100分の30に
ほぼ相当する額である39,298,176
円を分配することとし、この結果、投
資口1口当たりの利益超過分配金は
432円となりました。なお、利益超過
分配金には、一時差異等調整引当額
の分配909,680円が含まれており、
投資口1口当たりの一時差異等調整
引当額は10円となります。

　本投資法人の規約第25条第1項に
定める金銭の分配の方針に基づき、
分配金額は、租税特別措置法第67条
の15第1項に規定される本投資法人
の配当可能利益の額の100分の90
に相当する金額を超えて分配するも
のとします。
　かかる方針をふまえ、当期未処分
利益を超えない額で、かつ期末発行
済投資口の総口数の整数倍の最大値
となる267,536,888円を利益分配
金として分配することとします。
　なお、本投資法人は、規約第25条
第2項に定める金銭の分配の方針に
基づき、キャッシュマネジメントの
一環として当期につきましては、利
益超過分配を行うことといたします。
これに基づき利益超過分配金として
当期の減価償却費の100分の30に
ほぼ相当する額である47,394,328
円を分配することとし、この結果、投
資口1口当たりの利益超過分配金は
521円となりました。なお、利益超過
分配金には、一時差異等調整引当額
の分配1,091,616円が含まれており、
投資口1口当たりの一時差異等調整
引当額は12円となります。

Ⅶ. 金銭の分配に係る計算書 Ⅷ. 監査報告書
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［重要な会計方針に係る事項関係］（参考情報）

　
前　期（ご参考）

自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない取得日から3か
月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています。

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手許現金及び信託現金、
随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わない取得日から3か
月以内に償還期限の到来する短期投資から
なっています。

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］（参考情報）

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

※1.   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金 420,949
信託現金及び信託預金 1,592,716
使途制限付預金（注1） △ 29,000
使途制限付信託預金（注2） △ 1,132,484
現金及び現金同等物 852,180

（注1） 物件の維持修繕に係る支出のために留保されている預金です。
（注2）   テナントから預かっている敷金及び保証金の返還に係る支出のために留保

されている預金です。

※2. 重要な非資金取引の内容
新たに計上した資産除去債務の額

（単位：千円）
重要な資産除去債務の額 18,147

※1.   現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

（単位：千円）
現金及び預金 787,712
信託現金及び信託預金 1,542,111
使途制限付預金（注1） △ 29,000
使途制限付信託預金（注2） △ 1,102,484
現金及び現金同等物 1,198,338

（注1） 物件の維持修繕に係る支出のために留保されている預金です。
（注2）   テナントから預かっている敷金及び保証金の返還に係る支出のために留保

されている預金です。

※2. 重要な非資金取引の内容
新たに計上した資産除去債務の額

（単位：千円）
重要な資産除去債務の額 ―

（単位：千円）

前　期（ご参考）
自 平成28年 2 月 5 日
至 平成28年12月31日

当　期
自 平成29年 1 月 1 日
至 平成29年 6 月30日

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 51,108 268,517

減価償却費 132,326 159,405

投資口交付費 79,898 ―

受取利息 △ 7 △ 9

支払利息 30,126 35,517

営業未収入金の増減額（△は増加） △ 1,505 △ 61

未収消費税等の増減額（△は増加） △ 478,868 478,868

未払消費税等の増減額（△は減少） ― 1,814

前払費用の増減額（△は増加） △ 27,860 6,478

営業未払金の増減額（△は減少） 23,176 24,877

未払費用の増減額（△は減少） 49,609 32,767

前受金の増減額（△は減少） 114,100 3,396

長期前払費用の増減額（△は増加） △ 54,016 8,613

その他 9,516 △ 8,054

小計 △ 72,396 1,012,132

利息の受取額 7 9

利息の支払額 △ 18,147 △ 35,630

法人税等の支払額 △ 1 △ 1,544

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 90,537 974,966

投資活動によるキャッシュ・フロー

信託有形固定資産の取得による支出 △ 16,498,805 △ 685,483

無形固定資産の取得による支出 △ 5,906 ―

信託無形固定資産の取得による支出 △ 4,695 △ 11

差入保証金の差入による支出 △ 10,000 ―

信託差入敷金及び保証金の差入による支出 △ 13,500 ―

使途制限付預金の預入による支出 △ 29,000 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,561,907 △ 685,495

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,230,000 640,000

短期借入金の返済による支出 △ 42,000 △ 480,000

長期借入れによる収入 8,330,000 ―

長期借入金の返済による支出 △ 7,500 △ 15,000

投資口の発行による収入 7,994,125 ―

分配金の支払額 ― △ 88,313

財務活動によるキャッシュ・フロー 17,504,625 56,686

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 852,180 346,157

現金及び現金同等物の期首残高 ― 852,180

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 852,180 ※1 1,198,338

Ⅸ. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）
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マリモ地方創生リート投資法人では、ホームページを通じて、最新の 
お知らせ、決算情報、投資物件の情報等、様々な情報を公開しています。
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■ 投資口価格（左軸）　■ 売買高（右軸）

順位 氏名、商号又は名称 保有する
投資口数 保有割合

1 株式会社マリモ 10,000口 11.0%

2 資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口) 7,537口 8.3%

3 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 5,502口 6.0%

4 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,435口 3.8%

5 野村信託銀行株式会社（投信口） 2,305口 2.2%

6 全国共済水産業協同組合連合会 2,006口 2.2%

7 清水正英 930口 1.0%

8 世界心道教管理部門 861口 0.9%

9 上田八木短資株式会社 858口 0.9%

10 BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY GCM
CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD 585口 0.6%

計 33,749口 37.1%

第2期（平成29年1月ー6月）実績 第3期（平成29年7月ー12月）予定
東証IRフェスタ2017「Jリートコーナー」ミニセミナー SBI証券　個人投資家向けオンライン説明会
野村證券株式会社　広島支店 日経IR・投資フェア2017
ダイワJリートキャラバン2017札幌 ARES　J-REITフェア
不動産金融塾講演　他 SMBC日興証券J-REITセミナー（広島）

個人・その他
54.5％

金融機関
22.4％

その他国内法人
19.3％

外国人 2.0％ 証券会社 1.7％

http://www.marimo-reit.co.jp/

決算期日 毎年6月末日、12月末日

投資主総会 原則として2年に1回以上開催
同議決権行使投資主確定日 本投資法人規約に定める日
分配金支払確定基準日 毎年6月末日、12月末日（分配金は支払確定基準日より3カ月以内にお支払いします。）
上場金融商品取引所 東京証券取引所（銘柄コード：3470）
公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

［郵送/電話照会先］　 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
　　　　　　　　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部　0120-782-031（フリーダイヤル）

特別口座の口座管理機関
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

［郵送/電話照会先］　 〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目８番４号
　　　　　　　　　　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部　0120-782-031（フリーダイヤル）

■ 住所等の変更手続きについて
　住所、氏名等の変更は、投資主様の口座のあるお取引証券会社等にお申し出ください。お取引証券会社等がないため特別口座が
開設されました投資主の方は、上記の「特別口座の口座管理機関」（三井住友信託銀行株式会社証券代行部）へご連絡ください。
■ 分配金の受け取りについて
　「分配金」は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行・郵便局にお持ちいただくことでお受け取りいただけます。受取期間を過
ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、上記の「投資主名簿等管理人」（三井住友信託銀行株式会社証券代行部）へ
ご郵送いただくか、同銀行の本支店窓口にてお受け取りください。また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定の手続きをご
希望の方は、お取引証券会社等へご連絡ください。
■ 分配金の支払いに関する通知書について
　分配金支払いの際に送付しています「分配金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知書」を兼ねています。当書類
は確定申告を行う際に、その添付資料としてご使用いただくことができます。なお、分配金領収証にて分配金をお受け取りの投資
主様につきましても、「分配金計算書」を同封させていただいています。確定申告をなされる投資主様は大切に保管ください。ただ
し、株式数比例配分方式をご指定いただいております投資主様におかれましては、お取引証券会社等へご確認ください。

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出いただく必要がございます。

投資口関係業務におけるマイナンバーの利用 マイナンバーのお届出に関する問い合わせ先

法令に定められたとおり、支払調書には投資主様のマイナンバー
を記載し、税務署へ提出いたします。

証券口座にて投資口を管理されている投資主様
　　お取引証券会社までお問い合わせください。
証券会社とのお取引がない投資主様
　　下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
　　三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
　　0120-782-031（フリーダイヤル）

支払調書 配当金に関する支払調書

6月期
決算月

6月期
決算発表

12月期
決算月

12月

6月
12月期

分配金支払い開始
12月期資産運用

報告発送

6月期
分配金支払い開始

6月期資産運用
報告発送

12月期
決算発表

1月
7月 10月

11月
4月

5月
2月

8月

3月

9月

投資口価格及び出来高の推移

IR活動の実績・予定

投資主メモ

投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内

年間スケジュール

主要な投資主

ホームページのご案内

投資主構成

本投資法人では、個人投資家向けIRイベントへの参加も積極的に行っています。

マリモ地方創生リート投資法人 検索

⃝所有者別投資主数

⃝所有者別投資口数

投資主インフォメーション
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